
 

 

 

 

 

 １ 開 会 

 ２ 会長あいさつ 

 ３ 議事録署名委員の選任           委員、     委員 

 ４ 報 告 

    (１) 第６回 校区審議会概要について           Ｐ１ 

   (２) ９月市議会における一般質問について        Ｐ２ 

   (３) 佐治中学校・用瀬中学校統合の準備状況について   Ｐ３ 

  （４）学校運営経費および地方交付税について       Ｐ４～７ 

 ５ 議 事 

    １ 校区再編について                                  

   (１) 学校施設の耐震化計画の見直しと校区再編について  Ｐ８～１２ 

                              

 

 

 

 ６ その他    

 

 ７ 閉 会 

第１１期 
第７回 鳥取市校区審議会 

平成２４年１０月１２日(金) １４：００ 

市役所駅南庁舎 地階 Ｂ５会議室 



鳥取市校区審議会委員（第１１期） 
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 ○ 
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報告（１） 

 

第６回 鳥取市校区審議会 概要 
 

 
１ 日 時  平成２４年８月２４日（木）  午後１３時３０分 ～１５時４０分 

２ 会 場  鳥取市役所第２庁舎 ５階会議室 

３ 出席者   渡部会長、岩崎副会長、渡辺委員、大西委員、長尾委員、神谷委員、有本委員、 

       前田委員、横西委員、福安委員、 

       倉持アドバイザー 

 （欠席：西尾委員、上山委員、八木委員） 

     〔事務局〕松ノ谷次長、長谷川参事、平井参事、橋本課長補佐、清水主任 

≪概要≫ 

 １ 会長あいさつ 

 ２ 議事録署名委員の選任  渡辺委員、大西委員を選任 

 ３ 報告 

  （１）第５回校区審議会概要について 

 （２）明徳地区からの要望について 

     ・校区問題に関心を持ち提案をされたことは評価できるが、相手方のある内容なので、こ
の案だと該当地域からの異論が予想される。 

     ・中心市街地の課題と合わせて検討するのが適当と考えられる。 

４ 議事 

 １ 校区再編について 

  ・資料のうち、地域組織（自治会等）のリストについては、代表者の個人名が掲載されてい
るのでホームページでの公表は行わない。 

  ・地域とのやり取りを行う場合の窓口としては、旧市域では主に自治会を中心とし、新市域
では地域審議会および自治会を通じて協議することが適切であることを確認。 

  ・説明会や意見交換会を行う場合は、保護者や若い世代の意見を取り上げることが大切であ
るという認識で一致。 

  ・学校のあり方を考えることを通して、地域が自ら将来のあり方を描き、学校づくりやまち
づくりを進めていくことが期待される。 

  ・今期の校区審議会は、学校規模の課題を最重要としてとらえ、それに基づいた再編計画を
まとめるものとする。 

  ・中間とりまとめの案は、修正意見等をふまえ次回見直しを行う。 



会派名 清和会 担当部 教育委員会

議員名 中島規夫 担当課 学校教育課

質問・答弁月日 ９月１２日

質問形態 各個 追及

質問事項

検討中 対応中 対応済
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 校区再編について
 （１）小中学校の統廃合の進捗状況について

【対応方針・進捗状況】

■進捗状況

（登壇分）
　本市の校区再編は、まず平成１８年１２月に鳥取市教育委員会が「鳥取市校区再編基本構想」を策
定し、市町村合併後の再編に取り組むに際して、考え方やスケジュールを示した。これに基づいて校
区のあり方を鳥取市校区審議会に諮問して検討を行っている。現在、通算で第１１期、校区再編基本
構想の期間内としては第３期となる校区審議会を開催しており、構想期間の最終ということで、市全
体の校区のあり方について課題を抽出し、対策を示すこととしている。
　内容は、まず前期の審議会で、校区問題を考える３つの基準・観点を設定し、第１に学校規模につ
いて、第２に通学の距離や時間、第３に適正配置（配置のバランスや各地域の個別の事情など）をポ
イントとした。
　最大の問題は学校規模（特に小規模校の問題）である。前期の審議会で本市の小中学校の「適正規
模」を定め、小中学校ともに６～１８クラスとしている。文部科学省の基準は１２～１８クラスだ
が、本市では小規模校の多い実情を考慮して６学級からとした。これは小学校では学年１クラス、中
学校では２クラスということになるが、これを下回る５クラス以下の学校については対策が急がれ
る。５クラス以下というのは、小学校では複式学級（本県の基準で２学年の合計が１５人以下となる
場合）が発生している学校であり、数校あるが、現在は便宜上１学年に１人の教師を配置する措置を
単市で行っている。
　校区審議会では、将来的な減少を考え、小規模校の環境は見直すべきという方向であり、具体的に
は、やはり統合あるいは小中一貫校についての検討となる見込みだ。全市的な課題の整理と対策をま
とめ上げ、２５年秋に答申をいただくが、今年１０月にひとまず「中間とりまとめ」として示し、関
係者の意見を把握して答申に反映する予定であると聞いている。

（追及分）
　議員のお話は大いに参考にさせていただきたい。また我々は常に子どもの教育環境を最優先として
この問題に取り組んでいきたいと考えている。

■対応方針

２４年９月定例会

（追及）
　自分は青谷町で小学校統合を保護者として経験したが、統合ということになると必ず反対意見が出
てどこでも大変である。多くの場合地域の年配の人が反対し、保護者は賛成するということでなかな
かまとまらない。しかし、それは仕方のない事であり、市教委や校区審議会は恐れずに情報や市の方
針を打ち出して統合を進めるべきだ。山間部の小規模校だけでなく、中心市街地の学校についても取
り組むべきと考えるがどうか。

報告 (２) ９月市議会における一般質問について

【質問要旨】

【答弁要旨】

一般質問

（登壇）
　鳥取市校区審議会について、現在第１１期の審議会を開催中とのことだが、校区再編基本構想の後
期後半に位置付けられており、全学校の状況を把握した上で課題を抽出し、再編の具体的対策も審議
中と認識している。その様子と、今後の予定を教育長に伺う。
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報告（３） 

佐治中学校・用瀬中学校統合の準備状況について 
 
１ 会議関係 

 

   ① 制服の仕様について … 男子学生服、女子セーラー服の仕様を決定 

(１) ９月１２日(水)  第５回 校務検討部会 

カッターシャツなど細かな部分については次回協議する。 

   ② バスダイヤの変更について … １０月からの南部地域実証運行のダイヤについて説明 

※４月～１０月の間（夏季）は統合校の部活動後の下校時刻に合わないので、夏ダイヤを

設けてもらうよう要望する。 

   ③ 部活動ユニフォームについて 

 ユニフォームを学校管理とする種目（男子バスケットボール､女子バレーボール､陸上)

の作成費について引き続き協議。 

 

① ９月末で公募が終了する校歌(歌詞)については、校訓の検討と合わせて検討委員会で審議

する。 

(２) ９月１９日(水)  第９回 統合準備会議 

   構成 … 両地域各５名（中学校長、教頭、地域推薦者３名） 

  【公募結果】 ４０件（３４人） 

         〔内訳〕 一般２０件 (１４人)、中学生２０人（２０件） 

             佐治２１人、 その他１３人 

② 同じく公募が終了する校章(デザイン)については、統合準備会議で選考する。 

    【公募結果】 ５１件（４５人） 

           〔内訳〕 一般２０件 (１４人)、中学生３１件 (３１人) 

               用瀬３件 (３人)、佐治３０件 (３０人)、その他１８件 (１２人) 

③ 統合校の支援組織について（ユニフォーム費用等について） 

・支援組織のあり方や、費用の調達方法等について協議。組織のあり方については両地域
で意見をとりまとめていくこととした。 

 

   ・座長に橋本佳忠佐治中学校長を選出。 

(３) １０月３日(水)  第１回 校訓・校歌検討委員会 

   ・公募結果と、今後の進め方を確認し意見交換 

 

２ 学校名の決定について 

   平成２５年９月２５日 「鳥取市立学校条例の一部を改正する条例」を議決 

 

３ 今後の予定 

  ・校歌(歌詞)の選定、校訓の制定、校章(デザイン)の選定（年内決定、１月発表・表彰） 

  ・校歌の作曲 （１２月～２月） 

  ・遠距離通学費補助金、開校支援費用等の予算要求（１０月～１１月） 

  ・統合校支援組織の発足（２月～３月） 

  ・バスダイヤの調整 (要望等)（１１月～１月） 

  ・閉校記念式典の準備（3/22 用瀬、3/23 佐治） 

  ・開校記念式典の準備（4/8） 
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報告（４） 学校運営経費および地方交付税について 

 ① 小規模校の運営経費について【大規模校分を追加、および前回資料を訂正】 

  [小学校]                                    単位：千円 

学校 
内訳 美保小 神戸小 東郷小 明治小 瑞穂小 逢坂小 

複式学級解消補助教諭人件費 - 7,218 7,218 7,218 7,218 3,609 

学校嘱託員人件費 1,700 1,824 1,764 1,864 1,740 1,865 

学校図書館司書職員人件費 1,763 1,763 882 882 882 882 

特別支援教育支援員人件費 1,295 - - - - 1,295 

学校医報酬 418 418 418 418 418 418 

放課後子ども教室運営経費 - 860 3,656 2,148 - - 

高熱水費関係 5,523 1,863 1,743 1,926 1,810 1,710 

施設維持管理経費 1,930 1,208 990 1,560 751 1,111 

コンピューター関係経費 1,702 696 708 735 1,476 1,671 

理科・算数備品 193 113 142 106 135 120 

その他備品 597 191 134 341 192 248 

図書費 495 203 205 202 208 210 

学校配分経費（消耗品、備品等） 2,635 1,178 1,417 1,238 1,216 1,260 

校内人権研修 10 10 10 10 10 10 

基礎学力定着支援事業 100 100 100 100 100 100 

｢自立と創造の学校づくり事業｣委託費 390 392 200 330 300 300 

学校安全ボランティア配分費（小学校） 50 50 50 50 50 50 

その他委託費（教育研究委託費） - - - 137 - - 

大会派遣バス借り上げ料 - 36 - 20 78 78 

合計 18,801 18,123 19,637 19,285 16,584 14,937 

  [中学校]                          単位：千円 

 学校 
内訳 桜ケ丘中 江山中 福部中 鹿野中 

学校嘱託員人件費 1,772 1,725 1,723 1,812 

学校図書館司書職員人件費 1,763 1,763 1,763 1,763 

生徒指導専任相談員人件費（中学校） 1,780 1,780 1,780 1,780 

特別支援教育支援員人件費 - - - - 

学校医報酬 418 418 418 418 

ＰＴＡ雇用事務職員補助金（中学校） 299 299 - - 

放課後子ども教室運営経費 - - - - 

高熱水費関係 8,837 2,315 2,473 3,911 

施設維持管理経費 2,461 1,349 2,100 1,255 

コンピューター関係経費 3,251 1,531 1,101 2,315 

理科・算数備品 241 181 143 192 

その他備品 682 294 362 367 

図書費 1,026 482 475 506 

学校配分経費（消耗品、備品等） 3,921 1,738 1,725 1,849 

校内人権研修 10 10 10 10 

基礎学力定着支援事業 100 100 100 100 

茶華道講師（中学校） 168 168 168 168 

職場体験活動（中学校） 55 55 55 55 

｢自立と創造の学校づくり事業｣委託費 450 108 273 300 

トリニティプラン事業（中学校） 150 150 150 150 

運動部活動推進事業（中学校） 131 102 203  

相談室用電話（中学校） 42 42 42 42 

その他委託費（教育研究委託費） 22 22 22 22 

大会派遣バス借り上げ料 - - 274 539 

合計 27,579 14,632 15,360 17,554 
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 ② 地方交付税について 

 各地方公共団体の普通交付税額 ＝基準財政需要額 －基準財政収入額 ＝ 財源不足額 

  ◎基準財政需要額 ＝単位費用(法定)×測定単位(国調人口等)×補正係数(寒冷補正等）  

  ○基準財政収入額 ＝標準的税収入見込額 × 基準税率(75％） 

【小学校費】 ※ 平成２３年度「地方交付税制度解説（単位費用編)」より 

  ●標準施設規模 

児童数：７０５人  学級数：１８学級 

（１学級４０人、１年は３５人） 

   ■単位費用 

   １「児童数」を測定単位とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 10,120 給食従事員２名 

需用費等 7,669 
賃金(校庭整備作業員) 53 
学校安全対策経費 1,086 
その他(印刷製本費、光熱水費等) 6,530 

委託料 9,762 給食委託料 9,762 

負担金、補助及び交付金 3,298 
要保護児童関係経費(1/2) 47 
準要保護児童関係経費 2,598 
日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ共済掛金負担金 652 

歳出計 30,849  

歳
入 

国庫支出金 24 要保護児童生徒援助費補助金 (47 ×1/2) 24 

諸収入 309 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ共済掛金徴収金 309 

歳入計 333  

差引一般財源 30,516 30,849 - 333 

     単位費用 ＝ ３０,５１６千円 ÷ ７０５(人) ＝ ４３.３千円／児童１人 

   ２「学級数」を測定単位とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 5,240 事務職員数１人 

需用費等 10,807 

建物等維持修繕費(余裕教室の活用による修繕含
む)  3,270 
特別分維持修繕費 266 
教材用図書及び備品 3,002 
学校図書館図書 702 
教育用コンピューター等 3,567 

需用費等 255 地域の実情に応じた教育環境の充実に関する事業 

委託料 189 施設設備保守点検料 189 

歳出計 16,491  

     単位費用 ＝ １６,４９１千円 ÷ １８(学級) ＝ ９１６千円／１学級 
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   ３「学校数」を測定単位とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 3,682 用務員１名 

報酬 2,316 
学校医等手当て(学校医３名、学校歯科医１名、学
校薬剤師１名) 1,017 
特別支援教育支援員 1,299 

需用費等 2,923 
給食設備備品、理科設備備品(補助分 1/2・交付金
分) 53 
教育用コンピューター等 2,870 

委託料 217 シックハウス対策に要する経費 217 

歳出計 9,138  

歳
入 

国庫支出金 27 要保護児童生徒援助費補助金 (47 ×1/2) 24 

歳入計 27  

差引一般財源 9,111 9,138 – 27 

     単位費用 ＝ ９,１１１千円／１校 

 

    ※６学級の小学校にかかる単位費用（学級数、学校数にかかるもののみ） １３，６９１千円 

 

【中学校費】 

  ●標準施設規模 

児童数：６００人  学級数：１５学級 

（１学級４０人） 

   ■単位費用 

   １「生徒数」を測定単位とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 5,060 給食従事員１名 

需用費等 7,922 
賃金(校庭整備作業員) 53 
学校安全対策経費 1,009 
その他(印刷製本費、光熱水費等) 6,860 

委託料 7,402 給食委託料 7,402 

負担金、補助及び交付金 4,995 
要保護児童関係経費(1/2) 182 
準要保護児童関係経費 4,262 
日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ共済掛金負担金 551 

歳出計 25,379  

歳
入 

国庫支出金 91 要保護児童生徒援助費補助金 (182 ×1/2) 91 

諸収入 258 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ共済掛金徴収金 258 

歳入計 349  

差引一般財源 25,030 25,379 – 349 

     単位費用 ＝ ２５,０３０千円 ÷ ６００(人) ＝ ４１.７千円／生徒１人 
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   ２「学級数」を単位費用とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 5,240 事務職員数１人 

需用費等 12,468 

建物等維持修繕費(余裕教室の活用による修繕含
む)  3,540 
特別分維持修繕費 284 
教材用図書及び備品 3,902 
学校図書館図書 1,189 
教育用コンピューター等 3,553 

需用費 267 地域の実情に応じた教育環境の充実に関する事業 

委託料 191 施設設備保守点検料 191 

歳出計 18,166  

     単位費用 ＝ １８,１６６千円 ÷ １５(学級) ＝ １,２１１千円／１学級 

   ３「学校数」を単位とするもの 

区 分 金額(千円) 積算内容 

歳
出 

給与費 3,682 用務員１名 

報酬 2,316 
学校医等手当て(学校医３名、学校歯科医１名、学
校薬剤師１名) 1,017 
特別支援教育支援員 1,299 

需用費等 2,923 
給食設備備品、理科設備備品(補助分 1/2・交付金
分) 53 
教育用コンピューター等 2,870 

委託料 217 シックハウス対策に要する経費 217 

歳出計 9,621  

歳
入 

国庫支出金 43 要保護児童生徒援助費補助金 (47 ×1/2) 24 

歳入計 43  

差引一般財源 9,578 9,621 – 43 

     単位費用 ＝ ９,５７８千円／１校 

     ＊Ｈ２３単位費用報告合計額   約２，４１３百万円 

   ＊Ｈ２３決算における小中学校関係費用（事務局職員費を除く） 

費目 決算額（単位：千円） 

教育総務費（教育振興費のみ） 528,609 

小学校費（学校建設費は一般財源額のみ加算） 719,301 

中学校費（        〃        ） 395,960 

保健体育費（学校保健費、学校給食費） 750,174 

計 2,374,044 

 

   ＊平成２３年度 鳥取市一般会計歳入決算額   91,090,008千円 

             うち地方交付税交付金  24,987,725千円（決算額全体の 27.4％） 

   ＊平成２３年度 鳥取市一般会計歳出決算額  88,771,415千円 

               うち教育費決算額   8,262,043千円（一般会計に占める割合 9.3％） 
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議事 １ 校区再編案の見直しについて 

（１）学校施設耐震化計画の見直しについて 

区分 
当初予定 

（改修すべき施設とその内容、耐震ﾃﾞｰﾀ） 
今回の耐震診断結果と見直し 

気高中学校 

■教室棟(S42) 1,789㎡ Is値 0.45 

 → 耐震補強 

■管理棟(S42) 1,952㎡ Is値 0.51 

 → 耐震補強 

(上記２棟) 
Ｈ２４…耐震二次診断、補強計画、設計 
Ｈ２５…耐震補強工事 

■教室棟：Is値 0.33 
 柱のない特殊な壁構造であるが、評定委員会により
計算方法が変更されIs値が下がった。また補強すると
した場合、全ての窓面に鉄骨のブレスを入れ、壁に特
殊な炭素繊維を貼り付ける工法が求められており、費
用対効果、建築年次を考えれば改築を検討する必要が
ある。 

■管理棟：Is値 0.37 
 耐震補強は可能であるが、内部に耐力壁がないため
各階に壁を追加する必要があり、部屋割の変更とそれ
に伴う改修が必要。教室棟と同様に整備方法を見直す
必要がある。 

【概算工事費】 

① 校舎全面を耐震補強の場合 
           …   680,000千円 

② 改築(教室棟)＋耐震補強(管理棟)の場合 
           …   728,000千円 

③ 全面改築(新築)の場合 
           … 1,060,000千円 

スケジュール(②の場合) 

Ｈ２４… 耐震設計 
Ｈ２５… 耐震工事、改築設計 
Ｈ２６～２７… 改築工事 

体育館(S43) 1,220㎡ Is値 0.55 

耐震補強および全面改修(屋根､床､壁等)
が必要。 

概算事業費 … 240,000千円 

その他、武道館(S57)406㎡ についても全
面改修が必要 

青谷中学校 

■教室棟１(S34) 994㎡ Is値 0.43 

 → 耐震補強 

■教室棟２(S35) 1,546㎡ Is値 0.44 

 → 耐震補強 

(上記２棟) 
Ｈ２４…耐震二次診断、補強計画、設計 
Ｈ２５…耐震補強工事 
 
■管理棟(S58) 800㎡ 
  → 全面改修が必要（耐震補強は不要) 

■教室棟１：Is値 0.45 
 コンクリートの中性化が進行しており、鉄筋の錆の
進行も想定される。建物の劣化が激しく地震時には構
造上の耐力を発揮できない可能性がある。不同沈下も
起きている。 

■教室棟２：Is値 0.45 
 不同沈下が激しく、また以前より進行しており使用
上の障害が生じていると考えられる。またコンクリー
トの中性化がかなり進行しており、鉄筋の錆の進行も
想定される。建物の劣化が激しく地震時には構造上の
耐力を発揮できない可能性がある。 

【概算工事費】 

① ２棟を耐震補強する場合 … 950,745千円 

② ２棟を改築する場合  … 1,050,000千円 

スケジュール(改築の場合) 

Ｈ２４… 基本設計 
Ｈ２５… 実施設計、文化財調査 
Ｈ２６～２７… 改築工事 

 以上から、整備内容としては両校とも校舎の改築を含む整備を行うことが望ましいが、２０億円
を超える膨大な費用がかかるとともに、プレハブでの生活等現場の負担も大きい。 

 青谷中学校の生徒数、鹿野中学校の生徒数の推移を考慮すれば、気高中を含む３校で統合を行い、
統合校の施設を新築することを検討する必要がある。 

 よって、校区再編案について見直しを行い、中間とりまとめは見送り(または時期未定)とする。 
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 ※ 各中学校の施設の概要（まとめ） 

学校名 区分 施設の状況 必要な耐震化、整備等 

気高中学校 

校舎 教室棟 S42築 1,789㎡ Is値0.33 耐震補強の場合、特殊な工法とな
り改築が望ましい。 
老朽化が著しい。 

管理棟 S42築 1,952㎡ Is値0.37 耐震補強の場合、壁の追加などで
部屋割が変わってくる。検討が必
要。老朽化が著しい 

体育館 S43築 1,220㎡ Is値0.55 耐震補強および老朽化による全面
改修が必要 

武道館 S57築 406㎡ 塩害による鉄骨の腐食が進むなど
しており大規模な改修が必要 

食堂(給食ｾﾝﾀｰ２階) H7築 551㎡  

鹿野中学校 

校舎 管理･教室棟 H50築 3,050㎡ H18耐震改修済み。 
但し老朽化が進んでいる。 

体育館 S60築 743㎡ 耐震化不要。老朽化は進んでいる。 

プール S44築 老朽化が著しく大規模な改修が必
要。 

青谷中学校 

校舎 教室棟１ S34築 994㎡ Is値 0.45 ｺﾝｸﾘｰﾄや鉄筋の劣化が進んでお
り、耐震補強では不十分。不同沈
下も進んでいる 

教室棟２ S35築 1,546㎡ Is値 0.45 不同沈下が著しく、ｺﾝｸﾘｰﾄや鉄筋
の劣化が進んでいる。耐震補強で
は不十分。 

管理棟 S58築 800㎡ 耐震補強は不要だが大規模な改修
が必要。 

体育館 H1築 1,032㎡  

プール S58築  

（２）生徒数の見込み 

区分 Ｈ２４ Ｈ２９ Ｈ３４ 

気高中学校 ２２７名  (６学級) １９９名  (６学級) １８３名  (６学級) 

鹿野中学校  ９６名  (３学級)  ９１名  (３学級)  ７８名  (３学級) 

青谷中学校 １５５名  (６学級) １２４名  (６学級) １１１名  (５学級) 

(３校合計) ４７８名 (１３学級) ４１４名 (１１学級) ３７２名  (９学級) 

  ・Ｈ２４は平成２４年５月１日現在の人数。Ｈ２９，３４は平成２４年９月１日時点の推計。 

  ・学級数は、１年生を３３人定員、２，３年生を３５人定員で算出。 

  ・特別支援学級の学級数は含まない。 

（３）今後の進め方について（想定） 

   ① 予算措置などを含む市内部の協議 （24.10～11） 

   ② 学校のあり方についての保護者アンケート、地域関係者への問題提起 （24.12～25.2） 

   ③ 校区審議会での方針とりまとめ （25.3～5） 

   ④ 市側からの提案（計画提示）、各地域との協議 （25.6～8） 

   ⑤ 校区審議会答申 （25.10） 
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